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Ⅰ 計画策定の背景 
 

 

１ 第３期特定健康診査等実施計画策定の趣旨 

 

  糖尿病、高血圧症、脂質異常症等の生活習慣病は自覚症状なく進行し、現在の我が国

における死亡原因や医療費で大きな割合を占めるようになっている。そのため、国にお

いては、国民の生活の質の維持及び向上を図りながら医療費の伸びの抑制を実現するに

は、国民が確実に健診を受診することにより自らの健康状態を把握し、生活習慣の改善

を図ることで、生活習慣病を予防する取組みを進めることが重要であるとの認識を示し

ている（21 世紀における国民健康づくり運動（健康日本 21））。 

  生活習慣病の発症には内臓脂肪の蓄積が大きく関与しており、内臓脂肪型肥満に加え、

高血糖、高血圧等の状態が重複した場合には虚血性心疾患、脳血管疾患等の発症リスク

が高くなることが近年明らかとなっている。このため、内臓脂肪を蓄積している者に対

して、適度な運動やバランスのとれた食事の定着などの生活習慣の改善を促し、内臓脂

肪を減少させることにより、生活習慣病の予防を図ることが肝要である。この生活習慣

病の予防のために行う内臓脂肪型肥満に着目した健康診査・保健指導が、特定健康診査・

特定保健指導（以下「特定健康診査等」という。）であり、平成 18 年度の医療制度改革

において高齢者の医療の確保に関する法律が改正され、平成 20 年度以降の実施が医療保

険者に義務付けられたところである。 

  本計画は、同法に基づき、医療保険者として、当共済組合における特定健康診査等の

実施方法に関する基本的な事項並びに実施及びその成果に係る目標に関する基本的な事

項を定めるものである。 

なお、同法第 19 条では、6 年を 1 期とした計画を定めることとされており、本計画は

第２期に続き平成 30 年度から平成 35 年度までの 6 ヶ年計画とする。 

 

 

２ 名古屋市職員共済組合の現状 

 

  当共済組合は、名古屋市及び名古屋港管理組合の職員等に対し医療保険及び保健事業

を実施している。加入している組合員（任意継続組合員を除く。以下同じ。）は平成 28

年度末現在 24,676 人、その被扶養者（任意継続組合員を含む。以下同じ。）は 25,074

人である。 

 

年度末加入者数の推移                          （人） 

区  分 25 年度 26 年度 27 年度 28 年度 

組合員数 ２４，６６３ ２４，７６５ ２４，７６０ ２４，６７６

被扶養者数 ２６，３７９ ２５，７６５ ２５，４８７ ２５，０７４

加入者数 ５１，０４２ ５０，５３０ ５０，２４７ ４９，７５０
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  そのうち、特定健康診査の対象となる 40 歳以上の加入者は、平成 28 年度末現在、組

合員においては組合員全体の約 60％にあたる 14,912 人、被扶養者においては被扶養者

全体の約 25％にあたる 6,226 人である。 

 

特定健康診査対象者数（年度末時点 40 歳以上）の推移           （人） 

区  分 25 年度 26 年度 27 年度 28 年度 

組合員数 １４，７９９ １４，８６２ １４，８８９ １４，９１２

被扶養者数 ６，５４１ ６，５２３ ６，４０９ ６，２２６

加入者数 ２１，３４０ ２１，３８５ ２１，２９８ ２１，１３８

 

  特定健康診査について、組合員にあっては、事業主が実施する定期健康診断等により

実施しており、平成 28 年度の 40 歳以上の組合員の受診率は 95.7％であり、目標実施率

の 96％をわずかに下回った。被扶養者にあっては、契約医療機関での特定健康診査の受

診によるほか、当共済組合が実施する人間ドック、巡回女性被扶養者健診等により実施

しており、平成 28 年度の 40 歳以上の被扶養者の受診率は 55.5％であり、目標実施率の

73％を下回った。今後は、被扶養者を中心に未受診者に対する受診勧奨をより一層行う

ことが必要だと考えられる。 

 

第２期計画における特定健康診査の目標と実績               （％） 

区  分 25 年度 26 年度 27 年度 28 年度 29 年度 

目 
標 

組合員の受診率 ９３．０ ９４．０ ９５．０ ９６．０ ９７．０

被扶養者の受診率 ６１．０ ６５．０ ６９．０ ７３．０ ７６．０

加入者全体の受診率 ８４．０ ８５．０ ８７．０ ８９．０ ９０．０

実 

績 

組合員の受診率 ９１．８ ９４．８ ９５．４ ９５．７ ― 

被扶養者の受診率 ４５．６ ５２．１ ５４．８ ５５．５ ― 

加入者全体の受診率 ７８．２ ８２．３ ８３．３ ８４．１ ― 

   

 

  特定保健指導について、組合員にあっては、当共済組合の事業課保健指導係が主に実

施しており、被扶養者にあっては、契約医療機関で特定保健指導を受けることとしてい

る。平成 28 年度の利用率は 37.3％であり、目標実施率の 38％をわずかに下回った。組

合員への保健指導を、事業主の協力を得ながら、当共済組合の保健指導係が直接実施し

ており、今後とも事業主と連携しつつ、より多くの組合員に対し保健指導を実施する必

要があると考えられる。 
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第２期計画における特定保健指導の目標と実績               （％） 

区  分 25 年度 26 年度 27 年度 28 年度 29 年度 

目標（加入者全体の利用率） ３１．０ ３４．０ ３６．０ ３８．０ ４０．０

実績（加入者全体の利用率） ３４．４ ７３．３ ３２．４ ３７．３ ― 

参考（加入者全体の終了率） ３４．１ １４．４ ３１．５ ３６．８ ― 

   

 

  なお、第２期特定健康診査等の実施の成果指標としているメタボリックシンドローム

該当者及び予備群（※）の減少率は、平成 20 年度と比較し、平成 28 年度 2.2％の減少

となっており、25.0％の目標達成は厳しいものとなっている。 

 

※ 腹囲が男性 85cm、女性 90cm 以上で、高血糖、高血圧、脂質異常の 3 つの項目のうち、2 つ

以上に該当する者をメタボリックシンドローム該当者、1 つに該当する者はその予備群という。 

 

第２期計画における特定健康診査等の実施の成果指標の目標と実績      （％） 

区  分 25 年度 26 年度 27 年度 28 年度 29 年度 

目標（メタボリックシンドローム該

当者及び予備群の減少率） 
― ― ― ― ２５．０

実績（メタボリックシンドローム該

当者及び予備群の減少率） 
３．３ ５．４ ４．４ ２．２ ― 

参考（特定保健指導対象者の

減少率） 
９．０ ５．４ １０．１ ９．７ ― 

  ※ 全て平成 20 年度を基準とした減少率。 

   

 

 

３ 特定健康診査等の実施方法に関する基本的な考え方 

 

（１）基本的な考え方 

   メタボリックシンドロームとは、内臓脂肪型肥満に加えて、高血糖、高血圧、脂質

異常を呈する状態のことである。このような状態の場合、虚血性心疾患、脳血管疾患

等の発症リスクが高く、内臓脂肪を減少させることでそれらの発症リスクの低減が図

られることが明らかになっている。 

   この考え方を導入し、内臓脂肪の蓄積や体重増加が様々な疾患の原因になることを

データで示すことにより、健診受診者にとって生活習慣と健診結果・疾病発症との関

係が理解しやすく、生活習慣改善に向けての明確な動機付けができるようにする。 

 



 

     - 4 - 

 

（２）特定健康診査の実施 

   特定健康診査は、糖尿病等の生活習慣病につながるメタボリックシンドロームの該

当者・予備群を減少させるため、保健指導を必要とする者を的確に抽出することを目

的とする。 

   当共済組合の組合員については、事業主が実施する定期健康診断の結果を特定健康

診査の結果とするため、事業主から結果データを受領し管理する。また、当共済組合

が実施する人間ドック等の健診受診者については、個々に健診結果を受領し管理する。 

   被扶養者については、健診機関への委託により健診を実施し、当共済組合が健診機

関から結果データを受領し管理する。また、委託した健診機関以外の健診受診者につ

いても個々に健診結果を受領し管理する。 

 

（３）特定保健指導の実施 

   特定保健指導は、内臓脂肪型肥満に着目し、生活習慣を改善するための保健指導を

行うことにより、対象者が課題を認識し、行動変容と自己管理を行い、糖尿病等の生

活習慣病を予防することを目的とする。 

   実施にあたっては、対象者の利便性を考慮した方法で行うこととし、対象者に生活

改善に関する情報を提供し、自発的に生活改善がなされるよう支援する。 

 

 

 

Ⅱ 達成目標及び指標 

 

 

  第３期計画における達成目標及び指標は、平成２９年８月１日付け「特定健康診査及

び特定保健指導の適切かつ有効な実施を図るための基本的な指針の一部を改正する告

示」に基づき設定する。 

 

１ 特定健康診査の実施に係る目標 

 

  平成 35 年度における特定健康診査の実施率を 90.0％とする。この目標を達成するた

めに、平成 30 年度以降の実施率（目標）を以下のように定める。 

 

 目標実施率（％） 

区  分 30 年度 31 年度 32 年度 33 年度 34 年度 35 年度 

40 歳以上加入者数

（人） 
２１，１００ ２１，０００ ２０，９００ ２０，８００ ２０，７００ ２０，６００

目標実施率 ８５．０ ８６．０ ８７．０ ８８．０ ８９．０ ９０．０

目標受診者数（人） １７，９３５ １８，０６０ １８，１８３ １８，３０４ １８，４２３ １８，５４０
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２ 特定保健指導の実施に係る目標 

 

  平成 35 年度における特定保健指導の実施率（※）を 45.0％とする。この目標を達成

するために、平成 30 年度以降の実施率（目標）を以下のように定める。 

  ※ 第２期実施計画までの「特定保健指導の実施率」は、特定保健指導対象者に占める保健指導利用者

の割合を指していたが、第３期実施計画における目標は、特定保健指導対象者に占める保健指導終了

者の割合を指す。 

 

目標実施率（％） 

区  分 30 年度 31 年度 32 年度 33 年度 34 年度 35 年度 

40 歳以上加入者数

（人） 
２１，１００ ２１，０００ ２０，９００ ２０，８００ ２０，７００ ２０，６００

目標受診者数（人） １７，９３５ １８，０６０ １８，１８３ １８，３０４ １８，４２３ １８，５４０

特定保健指導 

対象者数（人） 
２，９９５ ２，９２５ ２，８３６ ２，７６３ ２，６７１ ２，５９５

目標実施率 ４０．０ ４１．０ ４２．０ ４３．０ ４４．０ ４５．０

目標実施者数（人） １，１９８ １，２００ １，１９２ １，１８９ １，１７６ １，１６８

 

 

３ 特定健康診査等の実施の成果に係る指標 

 

  特定健康診査等の実施の成果に係る指標として、平成 20 年度と比較した特定保健指導

対象者の減少率を用いる。なお、国は平成 35 年度の目標値として減少率 25.0％として

いる。 

 

 

  ※ 第１期実施計画は平成 20 年度と比較した特定保健指導対象者の減少率、第２期実施計画は同年度

と比較した内科系 8 学会の基準によるメタボリックシンドロームの該当者及び予備群の減少率を成

果指標としていた。 
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Ⅲ 特定健康診査等の対象者数（推計値） 

 

 

１ 特定健康診査 

 

組合員 

区  分 30 年度 31 年度 32 年度 33 年度 34 年度 35 年度 

40 歳以上加入者数

（人） 
１５，０００ １５，０００ １５，０００ １５，０００ １５，０００ １５，０００

目標実施率（％） ９５．５ ９６．０ ９６．５ ９７．０ ９７．５ ９８．０

目標受診者数（人） １４，３２５ １４，４００ １４，４７５ １４，５５０ １４，６２５ １４，７００

 

 被扶養者 

区  分 30 年度 31 年度 32 年度 33 年度 34 年度 35 年度 

40 歳以上加入者数

（人） 
６，１００ ６，０００ ５，９００ ５，８００ ５，７００ ５，６００

目標実施率（％） ５９．０ ６１．０ ６３．０ ６５．０ ６７．０ ６９．０

目標受診者数（人） ３，６１０ ３，６６０ ３，７０８ ３，７５４ ３，７９８ ３，８４０

 

 加入者（組合員＋被扶養者） 

区  分 30 年度 31 年度 32 年度 33 年度 34 年度 35 年度 

40 歳以上加入者数

（人） 
２１，１００ ２１，０００ ２０，９００ ２０，８００ ２０，７００ ２０，６００

目標実施率（％） ８５．０ ８６．０ ８７．０ ８８．０ ８９．０ ９０．０

目標受診者数（人） １７，９３５ １８，０６０ １８，１８３ １８，３０４ １８，４２３ １８，５４０
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２ 特定保健指導 

 

 

組合員 

区  分 30 年度 31 年度 32 年度 33 年度 34 年度 35 年度 

特定保健指導対象

者数（人） 
２，７５５ ２，６９１ ２，６０９ ２，５４２ ２，４５７ ２，３８７

目標実施率（％） ４３．０ ４４．０ ４５．０ ４６．０ ４７．０ ４８．０

目標実施者数（人） １，１８６ １，１８６ １，１７６ １，１７１ １，１５６ １，１４７

 

被扶養者 

区  分 30 年度 31 年度 32 年度 33 年度 34 年度 35 年度 

特定保健指導対象

者数（人） 
２４０ ２３４ ２２７ ２２１ ２１４ ２０８

目標実施率（％） ５．０ ６．０ ７．０ ８．０ ９．０ １０．０

目標実施者数（人） １２ １４ １６ １８ ２０ ２１

 

加入者（組合員＋被扶養者） 

区  分 30 年度 31 年度 32 年度 33 年度 34 年度 35 年度 

特定保健指導対象

者数（人） 
２，９９５ ２，９２５ ２，８３６ ２，７６３ ２，６７１ ２，５９５

目標実施率（％） ４０．０ ４１．０ ４２．０ ４３．０ ４４．０ ４５．０

目標実施者数（人） １，１９８ １，２００ １，１９２ １，１８９ １，１７６ １，１６８
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Ⅳ 特定健康診査等の実施方法 

 

 

１ 特定健康診査 

  

（１）受診方法 

   特定健康診査は、各年度につき１回の受診とする。 

  【組合員】 

  従前のとおり、事業主が実施する「定期健康診断」を受診する。当共済組合が事

業主から健診データを受領することで、特定健康診査を受診したものとする。 

    なお、当共済組合が実施する人間ドックを受診した場合は、当共済組合が健診機

関から結果データを受領することで、特定健康診査を受診したものとする。 

 

【被扶養者】 

    機関誌、ホームページ等で受診方法の周知・案内を行い、対象者に特定健康診査

の受診券（以下「受診券」という。）を年度当初に一括発券し、案内とともに送付す

る。対象者は案内に従い、健診機関を選択し、受診券とともに組合員被扶養者証等

を健診機関に提示し、特定健康診査を受診する。 

  なお、当共済組合が実施する人間ドック、巡回女性被扶養者健診を受診した場合

は、当共済組合が健診機関から結果データを受領することで、特定健康診査を受診

したものとする。 

このほか、勤務先等、別の機関で健診を受けた場合で、特定健康診査の健診項目

を満たしている場合は、当共済組合が受診者等から健診結果を受領することで、特

定健康診査を受診したものとする。 

 

（２）実施場所 

   組合員の特定健康診査は、事業主健診会場のほか、当共済組合が個別契約した人間

ドック実施機関で実施する。被扶養者は、当共済組合が個別契約した人間ドック実施

機関、巡回女性被扶養者健診実施会場のほか、一般社団法人地方公務員共済組合協議

会を契約代表者として契約を締結した全国組織の健診機関等で実施する。 

 

（３）健診項目 

   法定の健診項目を実施する。 

 【基本項目】 

   ○既往歴調査（服薬、喫煙の調査を含む問診） 

○理学的検査（身体診察） 

○身体計測（身長、体重、腹囲） 

○ＢＭＩ測定 

○血圧測定 

○肝機能検査（ＧＯＴ(ＡＳＴ)、ＧＰＴ(ＡＬＴ)、γ―ＧＴＰ(γ―ＧＴ)） 
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 ○血中脂質検査（中性脂肪、ＨＤＬコレステロール、ＬＤＬコレステロール） 

    ○血糖検査（空腹時血糖またはヘモグロビンＡ１ｃ、やむを得ない場合は随時血

糖（食直後を除く。）） 

○尿検査（尿糖、尿蛋白） 

  【詳細項目】 

○貧血検査（赤血球数、血色素量、ヘマトクリット値） 

○心電図検査 

○眼底検査 

〇血清クレアチニン検査 

＊詳細項目は、一定基準の下、医師が必要と認めた場合に実施 

 

（４）健診結果 

   健診結果は、受診者へ通知する。また、健診結果の見方や、生活習慣病への理解を

深める情報や、健康保持・増進につながる情報を提供する。 

 

（５）実施時期 

   特定健康診査の受診期間は通年とする。ただし、特定保健指導の開始時期を原則と

して健診受診年度末までとするため、年末までの受診を励行する。 

 

 

２ 特定保健指導 

 

（１）実施方法 

   特定保健指導は、健診受診年度に１回（１回の支援期間は 3 ヶ月以上）の利用とす

る。 

  【組合員】 

    事業主と連携し、特定保健指導の実施方法を決定する。当共済組合による直接指

導の対象者には、所属を通じ、特定保健指導の日程を通知し、所定の日に特定保健

指導を実施する。その他の対象者には、特定保健指導の利用券（以下「利用券」と

いう。）を発券し、案内とともに送付する。利用券を受け取った対象者は案内に従

い、利用券とともに組合員証を保健指導機関に提示し、特定保健指導を受ける。 

【被扶養者】 

    特定保健指導の対象者として判明する都度、利用券を発券し、案内とともに対象

者あてに送付する。対象者は案内に従い、利用券とともに組合員被扶養者証等を保

健指導機関に提示し、特定保健指導を受ける。 

 

（２）実施場所 

組合員の特定保健指導は、事業主の協力を得て用意した会場等で実施する。被扶養

者は、一般社団法人地方公務員共済組合協議会を契約代表者として契約を締結した全

国組織の保健指導機関等で実施する。 
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（３）指導内容 

   健診結果により、内臓脂肪の程度と高血糖、高血圧、脂質異常等のリスク要因の数

により、対象者を選定・階層化し、実施する。 

  【動機付け支援】 

    対 象 者：健診結果から生活習慣の改善が必要な者で、生活習慣を変えるにあ

たり、意思決定の支援が必要な者 

    期間・頻度：原則 1 回 （面接指導による支援） 

    内   容：健診結果等から、生活習慣病に関する知識、生活改善の必要性を説

明し、対象者とともに行動目標・行動計画を作成する等 

    評   価：支援期間終了後に自己評価、保健指導実施者による評価を実施 

  【積極的支援】 

    対 象 者：健診結果から生活習慣の改善が必要な者で、専門職による継続的で

きめ細かな支援が必要な者 

    期間・頻度：原則 3 ヶ月以上の継続的支援（初回時は面接指導による支援） 

    内   容：動機づけ支援の内容に加え、生活改善のための実践指導や、継続の

ための支援を行う等 

評   価：支援期間終了後に自己評価、保健指導実施者による評価を実施 

 

（４）実施時期 

  実施時期は通年とする。ただし、保健指導の開始時期は健診受診年度末までとする。 

実施率の算定に際し、年度後半に保健指導を開始し、年度を越えて保健指導を受け

ている場合、開始年度の翌年度 11 月 1 日に行う国への実績報告に間に合うように終了

していれば開始年度を実施年度として算定する。 

 

 

３ 特定健康診査・特定保健指導の委託等 

 

特定健康診査・特定保健指導の実施は、厚生労働省令「特定健康診査及び特定保健指

導の実施に関する基準」に基づき、厚生労働大臣が告示で定める外部委託に関する基準

を満たす健診・保健指導機関の中から選定し委託する。 

医療保険者の代表者と健診・保健指導機関の代表者による集合契約に参加し、愛知県、

岐阜県、三重県及び全国組織の健診・保健指導機関との集合契約を締結する。 

また、特定健康診査等の費用の支払及びデータの送信事務に関しては、社会保険診療

報酬支払基金を代行機関として利用する。 

 

 

４ 周知・案内方法 

 

  特定健康診査、特定保健指導の実施等の周知・案内は、機関誌、ホームページ等に掲

載して行う。また、被扶養者に対しては、個別に文書等を送付して勧奨する。 
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５ 健診等データの受領方法・保管 

 

  事業主健診受診者のデータは、健診実施後、特定健康診査該当項目部分を電子データ

で受領する。委託健診機関での受診者分は、委託健診機関から電子データを受領し、当

共済組合で保管する。 

その他機関で健診を受診した場合等で、健診結果が電子データでない場合は、当共済

組合で電子データ化し、保管する。 

特定保健指導のデータは、当共済組合で実施した特定保健指導は、電子データで保管

し、委託保健指導機関での実施分は電子データで受領し、当共済組合で保管する。 

 

 

 

Ⅴ 個人情報の保護 

 

 

  当共済組合は、特定健康診査等の実施に当たっては、名古屋市職員共済組合個人情報

保護規程、その他関係法令を遵守する。 

  当共済組合における特定健康診査等のデータの管理者は事務局長とし、保有したデー

タ等を適正に保護及び管理する。 

  データの保管期間は健診実施年度の翌年度から 5 年間とし、保管期間を経過したもの

は消去・破棄する。ただし、当共済組合の加入者でなくなった場合の保管期間は、異動

年度の翌年度末までとする。 

  当共済組合から委託された健診・保健指導機関は、業務を通じて知り得た情報（これ

らを加工したものも含む。）を正当な理由なく外部に漏らし、または当該委託業務の目的

外に使用してはならない。なお、これら詳細は、契約書に明記する。 

 

 

 

Ⅵ 特定健康診査等実施計画の公表・周知 

 

 

  本計画は、機関誌やホームページに掲載し、公表・周知する。また、特定健康診査等

の普及・啓発についても、同様に機関誌等で随時実施していく。 
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Ⅶ 特定健康診査等実施計画の評価及び見直し 

 

 

１ 特定健康診査等の評価 

 

  各年度の特定健康診査・特定保健指導の実施率及び特定保健指導対象者の減少率を、

実施年度の翌年度 11 月 1 日に行う国への実績報告時までに算定し、目標値の達成状況を

検証する。 

 

 

２ 計画の見直し 

 

  本計画は、平成 32 年度までの 3 年間の実施ののち、必要がある場合には見直すことと

する。 


